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１ 宅地造成に関する工事の安全確保等に係る基準 
 

『宅地造成の手引』      第１編第２章 
 

第２章 宅地造成に関する工事の許可等 

１ 宅地造成に関する工事の許可（法第８条） 

【法律】 

（宅地造成に関する工事の許可）  

第八条 （略） 

（宅地造成に関する工事の許可の申請）  

第四条 （略） 

 

造成主は、規制区域内において宅地造成に関する工事を行うときは、工事に着手する前に、市長の

許可を受けなければなりません。ただし、都市計画法第 29 条第１項又は第２項の許可を受けて行わ

れる当該開発許可の内容(同法 35 条の２第５項の規定によりその内容とみなされるものを含む。)に

適合した宅地造成に関する工事は許可が不要になります。 

市長は、許可に際して、宅地造成に関する工事中の災害を防止するために必要な条件を付します。 

なお、ここでいう工事の「着手」とは、請負契約の締結又はそれに基づく労働者の雇入れ若しくは

資材の購入等の段取りではなく、宅地造成に関する工事のために行われるものと認められる、次のい

ずれかに該当する工事の実施をいいます。 

ア 根切り工事（矢板打ち工事を含みます。） 

イ 杭打ち工事 

ウ 上記以外の仮設（準備）工事のうち土の切り取りを伴う行為 

 

２ 許可を要する工事 

次の各号の全てに該当する工事は市長の許可が必要となります。 

(1) 切土又は盛土を行う土地の全部又は一部が規制区域内に含まれていること。 

(2) 切土又は盛土を行う土地が次のいずれかに該当すること。 

ア 当該土地の全部又は一部に宅地が含まれていること。 

イ 当該土地の全部又は一部が宅地に変更されること。 

(3) 宅地造成に関する工事を行う区域内における行為が次に掲げるいずれかに該当すること。 

なお、工事中の仮設のための一時的な切土及び盛土は次に掲げる行為には含みません。 

ア 切土の場合で、その土地の部分に高さが２メートルを超

える『崖』を生じるもの（令第３条第１号） 

 

 

イ 盛土の場合で、その土地の部分に高さが１メートルを超

える『崖』を生じるもの（令第３条第２号） 

 

ウ 切土と盛土を同時にする場合で、盛土をした土地の部分

に高さが１メートル以下の『崖』を生じ、かつ、切土及び

盛土をした土地の部分に、高さが２メートルを超える『崖』

を生じるもの（令第３条第３号） 

盛土

Ｈ＞１ｍ
現況θ＞30°
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エ 上記のア、イ、ウ以外の行為で、切土又は盛土をする土地の面積の合計が 500平方メートル

を超えるもの（令第３条第４号） 

なお、建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認められる基礎地業は、当該面積には含みま

せん。ただし、建築物の外周全部分を切土及び盛土する場合は、宅地造成を目的とした切土又は

盛土とみなして建築物の基礎地業の部分を当該面積に含みます。 

≪事例ａ≫ 

・切盛土の範囲：ＡＢＣＤ 

・ＡＢＣＤ＞500㎡ならば許可が必要 

 

 

 

 

 

≪事例ｂ≫ 

・切土の範囲：ＡＢＣＤ 

・ＡＢＣＤ＞500㎡ならば許可が必要 

・盛土の場合も同様 

 

 

 

 

≪事例ｃ≫ 

・切盛土の範囲：ＡＢＥＦ－イロホヘ 

・建築基礎部分：イロハニ 

・ＡＢＥＦ－イロホヘ＞500 ㎡ならば、 

許可が必要 

 

 

 

 

≪事例ｄ≫ 

 

・切盛土の範囲：ＡＢＥＦ、ＨＧＣＤ 

・ＡＢＥＦ＋ＨＧＣＤ＞500 ㎡ならば、 

許可が必要 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｄ

切土

Ｂ Ｃ

切土

Ａ ＤＦ

イ ニヘ

ハホ
現況のまま

ロ

Ｂ ＣＥ

建物

盛土

現況のまま

Ｄ Ｈ Ａ 

Ｂ Ｃ 

切土 

盛土 

Ｅ Ｇ 

Ｆ 
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３ 令第３条に規定する土地の形質の変更を生じていない工事 

次の工事については、規制区域内であっても令３条に規定する土地の形質の変更を生じていないも

のとして取り扱います。 

取扱いの適用に際しては、現況の地盤及び計画地盤を記載した図面を持参して、許可の担当窓口（市

街化区域は建築局宅地審査課、市街化調整区域は建築局調整区域課）にご確認ください。 

(1) 擁壁の築造替えを行う場合 

擁壁の築造替えとは、次のいずれにも該当する場合をいう。 

ア 既存擁壁を造り替えるもの 

イ 擁壁の高さが変更されないもの 

ウ 擁壁の前面の位置（下端の位置及び勾配）が変更されないもの 

エ 擁壁の上部又は下部の地盤面の形状が切土又は盛土により変更されないもの（本項第４号に規

定する切土又は盛土を含む。） 

(2) 建築物により崖面を覆う場合（斜面地に一戸建ての住宅等（建築基準法第６条第１項第４号に定

める建築物（鉄筋コンクリート構造を除く｡））を建築する場合で、崖面を覆うために、建築物の基

礎に接続して設ける土留め構造物を除く。） 

(3) 建築物の建築自体と一体不可分な工事と認めることができる基礎工事（根切り）を行う場合。た

だし、建築物の外周全部分を造成する場合には、この限りではない。 

(4) 土地の凸凹を平らにするために、凸凹となる前の地盤面に合わせて行われる第２項第３号エに規

定する切土又は盛土（切土又は盛土をする土地の面積が 500平方メートル以下となるものを含む。）

であり、かつ、当該切土又は盛土が、次のいずれにも該当する場合 

ア 新たな地盤面が形成されない場合 

イ 令第１条第２項に規定するがけを新たに生じさせない場合 

ウ 各部分における切土又は盛土それぞれの高さが 30センチメートルを超えない場合 

 

※ 擁壁とは、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石積み造その他の練積み造のいずれかの

ものをいい、Ｈ鋼横矢板や空洞コンクリートブロックによるもの等は含みません。（第３章 擁壁に関する

基準（Ｐ31）参照願います。） 

 

※ 第２号括弧書きの土留め構造物については、これまでは、建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認

められる基礎工事である場合、崖を建築物で覆うことで崖が生じていないと解釈し、許可を要しないもの

として扱ってきましたが、切土や盛土等の行為により生じた崖の土圧等に対して主に抵抗するものが崖を

覆う土留め構造物であることから、法の擁壁に該当するものと扱い、土地の形質の変更が生じているもの

として、許可対象とします。 
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≪第１号 例図≫ 

判定欄凡例 ○：擁壁の築造替えに該当する ×：擁壁の築造替えに該当しない  

現  況 計  画 
判

定 
現  況 計  画 

判

定 

１  

○ 

２  

○ 

３  

○ 

４  

○ 

※ 令第３条による土地の形質の変更を生じていない場合でも、高さが２ｍを超える擁壁を築造する場合は、 

建築基準法による工作物の申請が必要です。 

現  況 計  画 
判

定 
現  況 計  画 

判

定 

５  

× 

６  

× 

７  

× 

８  

× 

既設擁壁 

Ｈ 

既設擁壁を造り替える 既設擁壁を造り替える 

Ｈ 

高さ、位置、勾配及び上部又は 

下部の地盤面の形状が変わらない。 

Ｈ 

既設擁壁 

既設擁壁 

Ｈ 

高さ、位置、勾配及び上部又は 

下部の地盤面の形状が変わらない。 

 

Ｈ 

 

Ｈ 

既設擁壁 

高さ、位置、勾配及び上部又は 

下部の地盤面の形状が変わらない。 

Ｈ 

既設擁壁を造り替える 

Ｈ 

既設擁壁を造り替える 

土地の不陸(凸凹) を整地 
 
 

高さ、位置、勾配及び上部又は 

下部の地盤面の形状が変わらない。 

新設 

盛土 

30°以下 

Ｈ 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の高さ、位置は変えないが 

擁壁上部の地盤面が変更されて 

いる。 

既設擁壁 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の高さ、位置は変えないが 

擁壁下部の地盤面が変更されて 

いる。 

新設 

新設 

切土 

Ｈ 

既設擁壁 

既設擁壁 新設 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の前面の位置（勾配）が変 

更されている。 

Ｈ 

設置位置が変わる。 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の前面の位置（下端の位置） 

が変更されている。 

Ｈ 
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９  

× 

10  

× 

11 

 

 

 

 

 

 

 

× 

12  

× 

 

 

第２号かっこ書 

斜面地に一戸建ての住宅等（建築基準法第６条第１項第４号に定める建築物（鉄筋コンクリート

構造を除く｡））を建築する場合で、崖面を覆うために、建築物の基礎に接続して設ける土留め構

造物 
≪例図≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画 判定 

  

 

許可を要する 

 

  

既設擁壁 

Ｈ Ｈ 

既設擁壁 新設 

Ｈ 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の前面の位置（勾配）が変 

更されている。 

新設 

Ｈ 

既設擁壁を造り替えるにあたり 

擁壁の前面の位置（勾配）が変 

更されている。 

空洞コンクリートブロック 

Ｈ 

新設 

Ｈ 

既設構造物が空洞コンクリート 

ブロックであり、既設擁壁を 

造り替えることに該当しない。 

Ｈ 
Ｈ 

新設 

既設構造物が空洞コンクリートブ 

ロックであり、既設擁壁を造り替 

えることに該当しない。 

【断面図】 

一戸建ての住宅等 

盛土 

H＞1ｍ 

【平面図】 

土留め構造物 

一戸建ての住宅等 

【断面図】 

一戸建ての住宅等 

土留め構造物 

【平面図】 

一戸建ての住宅等 

土留め構造物 
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許可を要する 

 

 

 

４ 宅地の面積（申請区域面積）の捉え方 

(1) 宅地の面積（申請区域面積） 
宅地の面積とは、切土又は盛土を行う土地の部分の面積ではなく、現に建築物の敷地若しくは駐

車場等の用地として土地利用がなされている土地又は宅地造成によって土地利用を図ろうとする

土地の部分の総面積です。 
宅地造成によって土地利用を図ろうとする土地の部分には、次に掲げる土地の部分等が該当しま

す。 
ア 建築確認を受けようとする建築物の敷地 
イ 道路の位置の指定を受けようとする道路 
ウ 建築基準法第 42 条第２項の規定による道路後退部分 

エ 駐車場として利用する土地、墓地の区域等 
なお、現に建築物の敷地若しくは駐車場等の用地として土地利用がなされている土地又は宅地造

成によって土地利用を図ろうとする土地の部分が規制区域の内外にわたる場合は、許可の対象は規

制区域内の部分です（申請手数料についても同じです。）が、規制区域外の部分についても、規制

区域内と同等の基準を満たすように設計等を行ってください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 前号の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、宅地の面積を当該切土又は盛土をす

る部分とすることができます。 
ア 建築基準法第 42条第２項の趣旨に則り、道路の中心線から２メートル後退する位置（以下「後

退線の位置」という。）に擁壁を築造するために行われる切土又は盛土であり、かつ、当該切土

又は盛土が次のいずれかに該当する場合。ただし、後退線の位置に擁壁を築造するため以外の切

土又は盛土（第３項第４号による切土、盛土（切土又は盛土をする土地の面積が 500平方メート

ル以下となるものを含む。）又は擁壁の構造により上部地盤面を切土法面としなければならない

場合を除く。）がある場合には、第１号による宅地の面積となります。 

道路後退の部分

申請区域
２項道路

宅地Ａ

切土

２項道路

道路後退の部分

申請区域
宅地Ｄ

宅地Ｃ 中心後退宅地Ｂ

中心後退

【断面図】 

一戸建ての住宅等 

切土 

H＞2ｍ 

【平面図】 

一戸建ての住宅等 

土留め構造物 
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(ｱ) 後退線の位置に擁壁を築造する土地が道路より高い場合にあっては、第２項第３号アに規定

する切土 

なお、擁壁の底版又は基礎コンクリートが後退線内に突出しないよう後退線の境界から 0.6

メートル以内に後退して擁壁を築造する場合（斜面に沿って擁壁の基礎地盤の段切りを行い、

間知石又は間知ブロック練積み造擁壁の前面の位置を合わせるために、最小限後退して築造す

るものを含む。）にあっても、当該擁壁の築造位置を後退線の位置とみなします。 

(ｲ) 後退線の位置に擁壁を築造する土地が道路より低い場合にあっては、第２項第３号アに規定

する切土、同号イに規定する盛土又は同号ウに規定する切土及び盛土であり、かつ、後退する

箇所に道路面と同一の高さまで盛土を行う場合 

なお、転落を防止するための防護柵を設置する空地を後退線の境界から 0.5メートルを確保

して擁壁を築造する場合にあっても、当該擁壁の築造位置を後退線の位置とみなします。 

イ 現に建築物の敷地又は駐車場等の土地利用がなされている土地において、既存の擁壁、土留め

構造物又は崖面に新たに擁壁を設置するために行われる切土又は盛土。ただし、次のいずれかに

該当する場合はこの限りでない。 
(ｱ) 現に建築物の敷地として利用されている土地について、新たな土地利用を図ろうとする場合 
(ｲ) 駐車場等の用地として利用されている土地を、他の用途としての用地に変える場合 

(3) 前２号によるほか、擁壁の設置を行う場合は、施工にあたり一時的に根切りを行う土地の部分で

あっても、工事の着手前後で土地の形質の変更が認められる場合は宅地の面積に含むこととしま

す。 
「４ 宅地の面積（申請区域面積）の捉え方」図解 

（第２号） 

アの図解 
 

 

 

 

 

アのなお書の図解 
 

 

 

道路ＣＬ 

道路中心線から２ｍ 

予定建築物の敷地 

 

道路ＣＬ 

切土 

道路中心線から 

２ｍ後退 
後退線の位置 

掘削地盤 

申請区域 

 

予定建築物の敷地 

 

道路中心線から２ｍ 

予定建築物の敷地 

 

道路ＣＬ 

申請区域 

 

切土 

掘削地盤 

0.6ｍ以内 

予定建築物の敷地 

 

道路中心線から 

2.6ｍ 後退線の位置 

道路ＣＬ 
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イの図解 
 

 

 

 

 

 

 

 

イのなお書の図解 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５～７ （略） 

 

 

 

附 則 
（施行期日） 

１ 第２章第３項及び第４項の基準は、平成 26年１月１日から適用する。 

 

（経過措置） 

２ 平成 25 年 12 月 31 日までに、建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の確認の申請、

建築基準法第 18 条第２項の規定による計画の通知又は道路の位置の指定事前審査願の提出を行った

ものについては、第２章第３項及び第４項の基準を適用せず、なお、従前の例による。 

  

道路 

道路中心線から 

２ｍ 

道路ＣＬ 

予定建築物の敷地 

 

予定建築物の敷地 

 

道路ＣＬ 

道路 

道路中心線から 

２ｍ後退 

切土 

盛土 

掘削地盤 

申請区域 

 

掘削地盤 

申請区域 

 

0.5ｍ 

予定建築物の敷地 

 

道路ＣＬ 

道路 

道路中心線から 

2.5ｍ後退 

切土 

盛土 

後退線の位置 

道路 

道路中心線から 

２ｍ 

道路ＣＬ 

予定建築物の敷地 

 


